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   令和６年度 地方公営企業会計決算の概要 

１．事業数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地方公営企業の事業数の状況 

 

 

■地方公営企業の事業数の推移 

 

 

年度 平成 令和
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 対前年度比較

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 19 19 18 18 18 18 18 18 18 18 0
簡 易 水 道 事 業 14 14 11 11 10 9 10 10 10 9 ▲ 1
交 通 事 業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
病 院 事 業 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 0
下 水 道 事 業 33 33 32 32 33 33 33 33 33 33 0
介護サービス事業 9 8 8 7 7 7 7 7 7 7 0
そ の 他 10 9 9 9 8 8 8 8 8 8 0
合 計 93 91 86 85 84 83 84 84 84 83 ▲ 1
（注）各年度の事業数は、年度末の数値であり、建設中の事業を含む。

事業数は、令和６年度末現在８３事業となっている。 

地方公営企業法の適用を受け企業会計方式を用いる法適用企業は７２事業で、同法の

適用を受けない法非適用企業は１１事業となっている。 

また、事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、簡易水道事業、病

院事業、介護サービス事業の順となっている。 

水道事業

18事業

21.7%

簡易水道事業

9事業

10.8%

交通事業

1事業

1.2%病院事業

7事業

8.4%

下水道事業

33事業

39.8%

介護サービス事業

7事業

8.4%

その他

8事業

9.6%

事業数
83事業
(100%)
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２．職員数 

 

 

 

 

 

 

■地方公営企業の職員数の状況 

 

 

 

■地方公営企業の職員数の推移 

 

 

年度 平成 令和
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 対前年度比較

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 325 308 319 311 305 325 318 318 311 305 ▲ 6
簡 易 水 道 事 業 27 28 12 11 14 12 14 14 14 15 1
交 通 事 業 75 72 69 68 65 61 58 56 54 51 ▲ 3
病 院 事 業 818 837 842 843 855 1,157 1,148 1,152 1,145 1,146 1
下 水 道 事 業 148 144 142 141 150 160 159 156 156 156 0
介護サービス事業 99 97 93 93 98 145 147 141 145 142 ▲ 3
そ の 他 14 13 14 14 13 15 16 16 16 15 ▲ 1
合 計 1,506 1,499 1,491 1,481 1,500 1,875 1,860 1,853 1,841 1,830 ▲ 11

　　　令和元年度まで：臨時・非常勤職員を含む常時雇用職員数

　　　令和２年度以降：「常勤職員」、「任期付職員」、「再任用職員」、「パートタイム会計年度任用職員」

　　　　　　　　　　　及び「フルタイム会計年度任用職員」

（注）職員数の計上は次のとおりとした。

職員数は、令和６年度現在、１，８３０人で、前年度末に比べて１１人、０．６％減

少している。 

 また、事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、下水道事業、介護サ

ービス事業、交通事業の順となっている。 

水道事業

305人

16.7%
簡易水道事業

15人

0.8%

交通事業

51人

2.8%

病院事業

1,146人

62.6%

下水道事業

156人

8.5%

介護サービス事業

142人

7.8%

その他

15人

0.8%

職員数
1,830人
(100%)
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３．決算規模 

 

 

 

 

 

 

 ・法適用企業  ５９，７３８百万円（対前年度 ＋３，１００百万円 ＋５．５％） 

 ・法非適用企業  １，５２５百万円（対前年度 ▲２，３１２百万円 ▲６０．３％） 

 

 

■地方公営企業の決算規模の状況 

 

■地方公営企業の決算規模の推移 

 

（単位：百万円、％）

区分

年度 平成 令和 平成 令和

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 対前年度比較 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

事業 (A) （B) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 15,155 15,266 15,414 16,724 16,921 16,332 19,239 22,722 23,709 987 0.7 1.0 8.5 1.2 ▲ 3.5 17.8 18.1 4.3

簡 易 水 道 事 業 2,691 1,836 1,232 1,407 940 1,177 1,881 1,363 1,261 ▲ 102 ▲ 31.8 ▲ 32.9 14.2 ▲ 33.2 25.2 59.8 ▲ 27.5 ▲ 7.5

交 通 事 業 685 688 663 644 603 542 548 509 510 1 0.4 ▲ 3.6 ▲ 2.9 ▲ 6.4 ▲ 10.1 1.1 ▲ 7.1 0.2

病 院 事 業 16,826 16,505 17,450 17,203 18,643 19,568 18,312 19,330 19,346 16 ▲ 1.9 5.7 ▲ 1.4 8.4 5.0 ▲ 6.4 5.6 0.1

下 水 道 事 業 13,694 13,998 13,869 13,489 13,379 14,935 14,321 14,665 13,798 ▲ 867 2.2 ▲ 0.9 ▲ 2.7 ▲ 0.8 11.6 ▲ 4.1 2.4 ▲ 5.9

介護サービス事業 1,344 1,501 1,070 1,133 1,115 1,107 1,055 1,085 1,333 248 11.7 ▲ 28.7 5.9 ▲ 1.6 ▲ 0.7 ▲ 4.7 2.8 22.9

そ の 他 1,196 925 843 854 759 753 796 801 1,306 505 ▲ 22.7 ▲ 8.9 1.3 ▲ 11.1 ▲ 0.8 5.7 0.6 63.0

合 計 51,591 50,719 50,541 51,454 52,360 54,414 56,152 60,475 61,263 788 ▲ 1.7 ▲ 0.4 1.8 1.8 3.9 3.2 7.7 1.3

決　　　算　　　規　　　模 対前年度増減率

（注）決算規模の算出は次のとおりとした。

　　　法適用企業：総費用－減価償却費＋資本的支出

　　　法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

決算規模（歳出総額）は、６１，２６３百万円で、前年度より７８８百万円、 

１．３％の増加となっている。 

また、事業別にみると、水道事業が最も大きく、次いで病院事業、下水道事業の順

となっており、当該３事業で全体の９２．８％を占めている。 

 

水道事業

23,709百万円

38.7%

簡易水道事業

1,261百万円

2.1%

交通事業

510百万円

0.8%

病院事業

19,346百万円

31.6%

下水道事業

13,798百万円

22.5％

介護サービス事業

1,333百万円

2.2%

その他

1,306百万円

2.1%

決算規模

61,263百万円

（100%）
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４．経営状況 

 

 

 

 

 

 

・法適用企業  収支額 ５６６百万円 （対前年度 ▲１，３７３百万円） 

・法非適用企業 収支額 １４８百万円 （対前年度 ▲  ４２１百万円） 

 

【補足説明】 

赤字を計上した２２事業の内訳 

・水道事業（法適）                     ２事業（吉野川市、三好市） 

・簡易水道事業（法適）               ４事業（阿南市、佐那河内村、 

神山町、那賀町） 

・病院事業 （法適）                 ７事業（徳島市、三好市、勝浦町、 

那賀町、美波町、海陽町、 

つるぎ町） 

・観光施設（索道）事業（法適）           １事業（徳島市） 

・駐車場整備事業（法適）                   １事業（徳島市） 

・下水道事業（公共下水道）事業（法適）       １事業（美波町） 

・下水道事業（特定環境保全公共下水道）事業（法適） ２事業（徳島市、東みよし町） 

・下水道事業（農業集落排水）事業（法適）      ２事業（那賀町、上板町） 

・下水道事業（特定地域生活排水処理）事業（法適）  １事業（三好市） 

・下水道事業（林業集落排水）事業（法適）      １事業（那賀町） 

■地方公営企業全体の経営状況 

 
 

 

 

年度
区分 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計

黒字事業数 43 29 72 50 11 61 7 ▲ 18 ▲ 11
(81.1%) (93.5%) (85.7%) (69.4%) (100.0%) (73.5%)

黒字額 2,140 594 2,734 1,646 148 1,794 ▲ 494 ▲ 446 ▲ 940
赤字事業数 10 2 12 22 0 22 12 ▲ 2 10

(18.9%) (6.5%) (14.3%) (30.6%) (0.0%) (26.5%)
赤字額 ▲ 201 ▲ 25 ▲ 226 ▲ 1,080 0 ▲ 1,080 ▲ 879 25 ▲ 854

総事業数 53 31 84 72 11 83 19 ▲ 20 ▲ 1

収支 1,939 569 2,508 566 148 714 ▲ 1,373 ▲ 421 ▲ 1,794

　　　２．黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
　　　３．（ ）は、総事業数（建設中のものを除く）に対する割合

（単位：事業数、百万円）
令和５年度（A） 令和６年度（Ｂ） 差引(Ｂ)－(Ａ)

（注）１．事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く）であり、年度末事業数とは必ずしも一致しない。

公営企業全体の総収支は、７１４百万円の黒字となっている。 

なお、８３事業のうち、黒字は６１事業と全体の７３．５％（黒字額：１，７９４百万円）

であり、赤字は２２事業と全体の２６．５％（赤字額：１，０８０百万円）となっている。 

また、事業別にみると、水道事業等で黒字となっており、病院事業等で赤字となっている。 
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■地方公営企業全体の経営状況（事業別総収支額） 

 

 

【主な事業の経営状況等】 

（１）水道事業の状況 

   純損益は１，０９６百万円の黒字であり、前年度より黒字額が３６８百万円減少して

いる。主な要因は営業費用の増である。 

 

   経常収益は１３，７４４百万円（対前年度 ＋４１百万円、＋０．３％）、経常費用 

は１２，６７２百万円（対前年度 ＋４２０百万円、＋３．４％）であり、差引の経常 

収支は１，０７２百万円の黒字（対前年度 ▲３７９百万円、▲２６．１％）となって 

いる。 

 

（２）交通事業の状況 

   純損益は２４百万円の黒字であり、前年度より黒字額が２４百万円減少している。 

   当該事業は徳島市の事業であり、主な要因は営業外収益の減である。 

 

   経常収益は５３９百万円（対前年度 ▲２４百万円、▲４．３％）、経常費用は 

５１４百万円（対前年度 ▲１百万円、▲０．２％）であり、差引の経常収支は 

２５百万円の黒字（対前年度 ▲２３百万円、▲４７．９％）となっている。 

 

（３）病院事業の状況 

 純損益は９５２百万円の赤字であり、前年度より赤字額が７８０百万円増加してい

る。主な要因は医業外収益の減である。 

 

    経常収益は１７，５３９百万円（対前年度 ▲１０５百万円、▲０．６％）、経常費

用は１８，４１６百万円（対前年度 ＋７０１百万円、＋４．０％）であり、差引の経

常収支は８７７百万円の赤字（対前年度 ▲８０６百万円、▲１１３５．２％）となっ

ている。 

 

区分
年度 令和 令和 令和 令和 令和 令和

５年度 ６年度 差引 ５年度 ６年度 差引 ５年度 ６年度 差引
事業 (A) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) (C) (D) (Ｄ)-(Ｃ) (E) (F) (Ｆ)-(Ｅ)
水 道 事 業 1,464 1,096 ▲ 368 1,464 1,096 ▲ 368
簡 易 水 道 事 業 ▲ 2 ▲ 36 ▲ 34 145 3 ▲ 142 143 ▲ 33 ▲ 176
交 通 事 業 48 24 ▲ 24 48 24 ▲ 24
病 院 事 業 ▲ 172 ▲ 952 ▲ 780 ▲ 172 ▲ 952 ▲ 780
下 水 道 事 業 449 478 29 288 0 ▲ 288 737 478 ▲ 259
介護サービス 事業 135 139 4 135 139 4
そ の 他 152 ▲ 44 ▲ 196 1 6 5 153 ▲ 38 ▲ 191
合 計 1,939 566 ▲ 1,373 569 148 ▲ 421 2,508 714 ▲ 1,794

（単位：百万円）
法適用 法非適用 合計

（注）収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
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（４）下水道事業の状況 

純損益は４７８百万円の黒字であり、前年度より黒字額が２５９百万円減少してい 

る。主な要因は、営業費用の増である。 

 

経常収益は１０，８１０百万円（対前年度 ＋６３４百万円、＋６．２％）、経常費 

用は１０，３５１百万円（対前年度 ＋１，２６４百万円、＋１３．９％）であり、差 

引の経常収支は４５９百万円の黒字（対前年度 ▲６３０百万円、▲５７．９％）とな 

っている。 

   

（５）観光施設事業の状況 

 収支額は８８百万円の赤字であり、前年度より赤字額が６１百万円増加している。 

 

（６）と畜場事業の状況 

 当該事業は徳島市の事業であり、一般会計からの繰入れ等を行った結果、実質収支は

黒字（収支はゼロ）となっている。 

 

■参考：経常収支等の状況 

 

区分
年度 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支

（総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引）
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ａ)-(Ｂ) (C) (D) (C)-(D)
水 道 事 業 13,703 12,252 1,451 13,744 12,672 1,072 41 420 ▲ 379
簡 易 水 道 事 業 633 512 121 840 890 ▲ 50 207 378 ▲ 171
交 通 事 業 563 515 48 539 514 25 ▲ 24 ▲ 1 ▲ 23
病 院 事 業 17,644 17,715 ▲ 71 17,539 18,416 ▲ 877 ▲ 105 701 ▲ 806
下 水 道 事 業 10,176 9,087 1,089 10,810 10,351 459 634 1,264 ▲ 630
介護サー ビス 事業 1,029 1,086 ▲ 57 1,135 1,131 4 106 45 61
そ の 他 955 793 162 873 924 ▲ 51 ▲ 82 131 ▲ 213
合 計 44,703 41,960 2,743 45,480 44,898 582 777 2,938 ▲ 2,161

（注）法適用企業にあっては経常収益（営業収益＋営業外収益）・経常費用（営業費用＋営業外費用）、法非適用企業に
　　　あっては総収益・総費用の数値である。

（単位：百万円）
５年度 ６年度 差引（６年度－５年度）
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５．料金収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法適用企業  ２９，０６７百万円（対前年度 ＋１，１６７百万円 ＋ ４．２％） 

・法非適用企業    ７７０百万円（対前年度 ▲  ４４７百万円 ▲３６．７％） 

 

【補足説明】 

・下水道事業 法適用 ２，６１９百万円（対前年度 ＋３４４百万円 ＋１５．１％） 

       法非適用    ０百万円（対前年度 ▲２７５百万円 ▲  １００％） 

  主な要因は、阿南市、阿波市、三好市、佐那河内村、那賀町、美波町、海陽町、上板町、

つるぎ町の法非適用下水道事業の法適化である。 

 

 

■地方公営企業の料金収入の状況 

 

区分

年度 令和 令和 令和 令和 令和 令和
５年度 ６年度 差引 ５年度 ６年度 差引 ５年度 ６年度 差引

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) （Ｅ） (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)

11,612 11,677 65 -             -             -             11,612 11,677 65

(84.6%) (84.8%) (84.6%) (84.8%)
166 370 204 200 1 ▲ 199 366 371 5

(52.0%) (43.3%) (63.5%) (100.0%) (57.7%) (43.4%)
195 236 41 -             -             -             195 236 41

(34.6%) (43.8%) (34.6%) (43.8%)
13,180 13,722 542 -             -             -             13,180 13,722 542
(74.6%) (77.8%) (74.6%) (77.8%)

2,275 2,619 344 275 -             ▲ 275 2,550 2,619 69
(25.0%) (24.1%) (24.3%) (24.9%) (24.1%)

-             -             -             733 759 26 733 759 26
(71.2%) (66.9%) (71.2%) (66.9%)

472 443 ▲ 29 9 10 1 481 453 ▲ 28

(54.3%) (57.1%) (10.8%) (10.3%) (50.5%) (51.9%)

27,900 29,067 1,167 1,217 770 ▲ 447 29,117 29,837 720

(66.0%) (65.4%) (47.5%) (62.4%) (65.0%) (65.3%)

（単位：百万円、％）

法適用 法非適用 合計

（注）　（　　）内の数字は、総収益に占める料金収入比率である。

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

合　計

料金収入は、２９，８３７百万円で、前年度に比べて７２０百万円、２．５％増加

している。水道事業、簡易水道事業、交通事業、病院事業、下水道事業及び介護サー

ビス事業は増加しているが、観光施設事業及び駐車場事業では減少している。 

また、事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業の順となっており、

この２事業で全体の８５．１％を占めている。 

なお、総収益に占める料金収入比率は、全体で６５．３％となっており、水道事業

が８４．８％と最も高く、一方、下水道事業が２４．１％と最も低くなっている。 
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６．企業債 

（１）企業債発行額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・うち法適用企業 ９，７８４百万円（対前年度   ▲４７３百万円 ▲ ４．６％） 

・うち法非適用企業   ２６１百万円（対前年度 ▲４２５百万円 ▲６２．０％） 

 

【補足説明】 

 ・水道事業  ４，８５９百万円（対前年度 ＋３９百万円 ＋０．８％） 

  主な要因は、建設改良費の増加に伴い、発行額が増加したことによる。 

 ・簡易水道事業  ４２７百万円（対前年度 ＋ ４百万円 ＋０．９％） 

  主な要因は、建設改良費の増加に伴い、発行額が増加したことによる。 

 

■地方公営企業の企業債発行額の状況 

■地方公営企業の企業債発行額の推移 

 

（単位：百万円、％）

年度

平成 令和 平成 令和

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 対前年度比較 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

事業 （A) （B) （B) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 1,610 1,578 1,587 2,649 2,677 2,251 3,268 4,820 4,859 39 ▲ 2.0 0.6 66.9 1.1 ▲ 15.9 45.2 47.5 0.8

簡 易 水 道 事 業 690 602 273 459 182 371 906 423 427 4 ▲ 12.8 ▲ 54.7 68.1 ▲ 60.3 103.8 144.2 ▲ 53.3 0.9

交 通 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - -

病 院 事 業 787 318 883 339 760 1,555 601 1,079 450 ▲ 629 ▲ 59.6 177.7 ▲ 61.6 124.2 104.6 ▲ 61.4 79.5 ▲ 58.3

下 水 道 事 業 3,337 3,190 3,637 3,473 3,315 4,290 3,823 4,598 3,683 ▲ 915 ▲ 4.4 14.0 ▲ 4.5 ▲ 4.5 29.4 ▲ 10.9 20.3 ▲ 19.9

介護サービス事業 0 0 0 0 0 0 0 0 202 202 - - - - - - - 皆増

そ の 他 276 54 34 34 23 27 74 23 424 401 ▲ 80.4 ▲ 37.0 0.0 ▲ 32.4 17.4 174.1 ▲ 68.9 1,743.5

合 計 6,700 5,742 6,414 6,954 6,957 8,494 8,672 10,943 10,045 ▲ 898 ▲ 14.3 11.7 8.4 0.0 22.1 2.1 26.2 ▲ 8.2

企業債発行額 対前年度増減率

（注）企業債発行額には、前年度同意・許可債で当年度収入分及び借換債を含み、当年度同意・許可債で未収入分は含まない。

建設投資の財源である企業債の発行額は１０，０４５百万円であり、今年度は水道

事業、簡易水道事業及び介護サービス事業が増加したが、病院事業と下水道事業にお

いて減少したため、前年度より８９８百万円、８．２％の減少となっている。 

 また、事業別にみると、水道事業が最も多く、次いで下水道事業、病院事業の順とな

っており、当該３事業で全体の８９．５％を占めている。 

水道事業

4,859百万円

48.4％

簡易水道事業

427百万円

4.2％

病院事業

450百万円

4.5％

下水道事業

3,683百万円

36.7％

介護サービス事業

202百万円

2.0％

その他

424百万円

4.2％

企業債発行額

10,045百万円   

(100%)



9 

 

（２）企業債現在高 

 

 

 

 

 

 

・うち法適用企業 １４０，７８８百万円（対前年度 ＋７，４４１百万円 ＋５．６％） 

・うち法非適用企業     ５３９百万円  （対前年度 ▲８，０３４百万円 ▲９３．７％） 

 

【補足説明】 

 ・病院事業  １４，５５６百万円（対前年度 ▲  ９５９百万円 ▲６．２％） 

   主な要因は、施設整備に係る企業債発行額が償還額を下回ったことによる。 

 ・下水道事業 ７０，１７８百万円（対前年度 ▲１，４８９百万円 ▲２．１％） 

  主な要因は、施設整備に係る企業債発行額が償還額を下回ったことによる。 

 

■地方公営企業の企業債現在高の推移 

 

（単位：百万円、％）

区分

年度 平成 令和 令和

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 対前年度比較 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

事業 (A) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 54,164 52,186 51,178 50,988 49,262 48,519 49,464 50,789 1,325 ▲ 3.7 ▲ 1.9 ▲ 0.4 ▲ 3.4 ▲ 1.5 1.9 2.7

簡 易 水 道 事 業 4,306 4,307 4,476 3,415 3,514 4,121 4,220 4,227 7 0.0 3.9 ▲ 23.7 2.9 17.3 2.4 0.2

交 通 事 業 73 56 40 32 23 15 11 8 ▲ 3 ▲ 23.3 ▲ 28.6 ▲ 20.0 ▲ 28.1 ▲ 34.8 ▲ 26.7 ▲ 27.3

病 院 事 業 18,921 18,547 17,553 16,770 16,823 15,924 15,515 14,556 ▲ 959 ▲ 2.0 ▲ 5.4 ▲ 4.5 0.3 ▲ 5.3 ▲ 2.6 ▲ 6.2

下 水 道 事 業 78,953 77,685 76,154 74,345 73,512 72,199 71,667 70,178 ▲ 1,489 ▲ 1.6 ▲ 2.0 ▲ 2.4 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 0.7 ▲ 2.1

介 護 サ ー ビ ス 事 業 250 137 85 44 9 0 0 202 202 ▲ 45.2 ▲ 38.0 ▲ 48.2 ▲ 79.5 皆減 - 皆増

そ の 他 1,537 1,436 1,337 1,244 1,148 1,122 1,043 1,367 324 ▲ 6.6 ▲ 6.9 ▲ 7.0 ▲ 7.7 ▲ 2.3 ▲ 7.0 31.1

合 計 158,204 154,354 150,823 146,838 144,291 141,900 141,920 141,327 ▲ 593 ▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 2.6 ▲ 1.7 ▲ 1.7 0.0 ▲ 0.4

企　業　債　現　在　高 対前年度増減率

企業債現在高は、１４１，３２７百万円で、前年度より５９３百万円、０．４％の

減少となっている。 

 また、事業別にみると下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業の順となっ

ており、当該３事業で全体の９５．９％を占めている。 
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７．他会計繰入金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・うち法適用企業 １２，１７０百万円（対前年度 ＋ ８３０百万円 ＋ ７．３％） 

・うち法非適用企業   ３６３百万円（対前年度▲１，０５７百万円 ▲７４．４％） 

 

【補足説明】 

 ・水道事業 ２，３４８百万円（対前年度 ▲４８１百万円 ▲１７．０％） 

  主な要因は、資本的収入への繰入金が減少したことによる。 

 

■地方公営企業への他会計繰入金の状況 

 

■地方公営企業の他会計繰入金の推移 

区分
年度 令和 令和 令和

５年度 ６年度 増減額 ５年度 ６年度 増減額 ５年度 ６年度 増減額
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) (E) (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)

水 道 事 業 245 253 8 2,584 2,095 ▲ 489 2,829 2,348 ▲ 481
簡 易 水 道 事 業 122 130 8 249 223 ▲ 26 371 353 ▲ 18
交 通 事 業 280 279 ▲ 1 0 0 0 280 279 ▲ 1
病 院 事 業 2,307 2,242 ▲ 65 891 789 ▲ 102 3,198 3,031 ▲ 167
下 水 道 事 業 4,419 4,198 ▲ 221 1,159 1,798 639 5,578 5,996 418
介 護 サ ー ビ ス 事 業 159 251 92 0 0 0 159 251 92
そ の 他 288 214 ▲ 74 57 61 4 345 275 ▲ 70

合 計 7,820 7,567 ▲ 253 4,940 4,966 26 12,760 12,533 ▲ 227

　　　２．資本的収入への繰入金には、他会計借入金を含んでいる。

（単位：百万円）

収益的収入への繰入金 資本的収入への繰入金 合計

（注）１．収益的収入への繰入金には、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいる。

他会計からの繰入金は、１２，５３３百万円で、水道事業で減少したため、全体で

は、前年度より２２７百万円、１．８％の減少となっている。 

収益的収入への繰入金は、７，５６７百万円で、前年度に比べて２５３百万円、

３．２％減少し、資本的収入への繰入金は、４，９６６百万円で、前年度に比べて 

２６百万円、０．５％増加している。 

 また、事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで病院事業、水道事業の順と

なっており、当該３事業で全体の９０．８％を占めている。 
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８．累積欠損金 

 

 

 

 

 

 

【補足説明】 

 ・病院事業 ９，６０３百万円（対前年度 ＋４８８百万円 ＋５．４％） 

  主な要因は、医業外収益が減少したことによる。 

 

■累積欠損金を有する事業の状況 

 

５年度(A) ６年度(B) （Ｂ）－（Ａ） 増減率 市町村

862 956 94 10.9
三好市

16 52 36 225.0

阿南市、佐那河内

村、神山町、那賀

町

0 0 0 0.0 なし

386 361 ▲ 25 ▲ 6.5 徳島市

9,115 9,603 488 5.4
徳島市、三好市，

勝浦町、那賀町、

美波町、海陽町

0 0 0 0.0 なし

2,549 2,636 87 3.4 徳島市

0 0 0 0.0 なし

777 739 ▲ 38 ▲ 4.9

徳島市、小松島

市、阿南市、三好

市、那賀町、美波

町、上板町、東み

よし町

13,705 14,347 642 4.7 23事業12団体

（注）累積欠損金を有する事業は法適用事業のみである。

（単位：百万円，％）
事 業 名

水 道 事 業

簡 易 水 道 事 業

工 業 用 水 道

下 水 道 事 業

合　計

交 通 事 業

病 院 事 業

市 場 事 業
観 光 施 設 事 業
駐 車 場 事 業

地方公営企業法の適用企業において、営業活動によって生じた各事業年度の損失

（赤字）額を累積した累積欠損金は１４，３４７百万円であり、前年度より６４２百

万円、４．７％増加している。 

 なお、累積欠損金を有する事業数は７２事業中２３事業であり、前年度より９事業

の増加となっている。また、事業別にみると下水道事業が最も多くなっている。 

■累積欠損金の推移 

 

15 
15 
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９．不良債務 

 

 

 

 

【補足説明】 

  ・観光施設事業  ２，９４７百万円（対前年度 ＋３８百万円 ＋１．３％） 

  徳島市の索道事業において、長年にわたる赤字により多くの流動負債を抱えており、不 

良債務を有している。 

・下水道事業      ２７百万円（対前年度 ＋２７百万円 ＋１００％） 

松茂町の下水道（農業集落排水）事業では、使用料収入の不足により不良債務を有して

いる。 

美波町の下水道（漁業集落排水）事業では、料金収入の減少により不良債務を有して 

いる。 

■不良債務を有する事業の状況 

 

令和
 ２９年度 ３０年度

令和
 元年度  ２年度  ３年度 ４年度 ５年度(A) ６年度(B) (Ｂ)－(Ａ)

0 0 0 0 0 0 0 0 0
簡易水道事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 27 27

工業用水道事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
市場事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
観光施設事業 2,746 2,763 2,820 2,829 2,851 2,867 2,909 2,947 38
宅地造成事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他　計 2,746 2,763 2,820 2,829 2,851 2,867 2,909 2,947 38

2,746 2,763 2,820 2,829 2,851 2,867 2,909 2,974 65

そ
の
他

合　計

交通事業
病院事業
下水道事業

（単位：百万円）

水道事業

地方公営企業法の適用企業において、資金の不足額を示す不良債務は２，９７４百

万円であり、前年度より６５百万円、２．２％増加している。 

なお、不良債務を有する事業は、観光施設事業と下水道事業のみとなっている。 
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１０．資金不足比率 

 

 

 

 

 

 

地方公共団体の名称 事業 資金不足比率（％）

徳島市 水道事業 ー

徳島市 交通事業 ー

徳島市 病院事業 ー

徳島市 市場事業 ー

徳島市 観光施設事業（索道） ー

徳島市 駐車場整備事業 ー

徳島市 特定環境保全公共下水道事業 ー

徳島市 公共下水道事業 ー

徳島市 と畜場事業 ー

鳴門市 水道事業 ー

鳴門市 公共下水道事業 ー

小松島市 水道事業 ー

小松島市 公共下水道事業 ー

阿南市 水道事業 ー

阿南市 簡易水道事業 ー

阿南市 農業集落排水事業 ー

阿南市 公共下水道事業 ー

吉野川市 水道事業 ー

吉野川市 農業集落排水事業 ー

吉野川市 特定環境保全公共下水道事業 ー

吉野川市 公共下水道事業 ー

阿波市 水道事業 ー

阿波市 農業集落排水事業 ー

美馬市 水道事業 ー

美馬市 簡易水道事業 ー

美馬市 工業用水道事業 ー

美馬市 農業集落排水事業 ー

美馬市 特定環境保全公共下水道事業 ー

美馬市 電気事業 ー

美馬市 観光施設事業（休養宿泊施設） ー

三好市 水道事業 ー

三好市 病院事業 ー

三好市 農業集落排水事業 ー

三好市 特定地域生活排水処理事業 ー

三好市 簡易水道事業 ー

市町村が経営する全ての公営企業会計において、資金不足額なし。 
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地方公共団体の名称 事業 資金不足比率（％）

勝浦町 簡易水道事業 ー

勝浦町 病院事業 ー

勝浦町 農業集落排水事業 ー

上勝町 簡易水道事業 ー

佐那河内村 簡易水道事業 ー

佐那河内村 農業集落排水事業 ー

石井町 水道事業 ー

神山町 簡易水道事業 ー

神山町 介護サービス事業 ー

那賀町 簡易水道事業 ー

那賀町 病院事業 ー

那賀町 工業用水道事業 ー

那賀町 林業集落排水事業 ー

那賀町 農業集落排水事業 ー

那賀町 介護サービス事業 ー

牟岐町 簡易水道事業 ー

美波町 水道事業 ー

美波町 病院事業 ー

美波町 漁業集落排水事業 ー

美波町 公共下水道事業 ー

海陽町 水道事業 ー

海陽町 病院事業 ー

海陽町 漁業集落排水事業 ー

海陽町 農業集落排水事業 ー

海陽町 特定環境保全公共下水道事業 ー

海陽町 介護サービス事業 ー

松茂町 水道事業 ー

松茂町 農業集落排水事業 ー

松茂町 公共下水道事業 ー

北島町 水道事業 ー

北島町 公共下水道事業 ー

藍住町 水道事業 ー

藍住町 公共下水道事業 ー

板野町 水道事業 ー

板野町 特定環境保全公共下水道事業 ー

上板町 水道事業 ー

上板町 農業集落排水事業 ー

つるぎ町 水道事業 ー

つるぎ町 病院事業 ー

つるぎ町 農業集落排水事業 ー

つるぎ町 特定環境保全公共下水道事業 ー

つるぎ町 介護サービス事業 ー

14 
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備考 

１ 法適用企業は地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第 17 条第 1号の規定により事業の規模を算定 

２ 法非適用企業は地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第 17 条第 3 号の規定により事業の規模を算定 

３ 資金不足額がない場合は資金不足比率欄に「ー」と表記 

地方公共団体の名称 事業 資金不足比率（％）

東みよし町 水道事業 ー

東みよし町 特定環境保全公共下水道事業 ー

東みよし町 特定地域生活排水処理事業 ー

阿北特別養護老人ホーム組合 介護サービス事業 ー

海部郡特別養護老人ホーム事務組合 介護サービス事業 ー

美馬西部特別養護老人ホーム組合 介護サービス事業 ー

15 


